
木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 862  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 入所措置費用の徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
老人福祉法 第28条第1項 

法 令 番 号 昭和38年法律第133号 

【基準】 

 法第28条第1項の規定による。 

 (費用の徴収) 

第28条 第10条の4第1項及び第11条の規定による措置に要する費用については、これを支弁

した市町村の長は、当該措置に係る者又はその扶養義務者(民法(明治29年法律第89号)に定

める扶養義務者をいう。以下同じ。)から、その負担能力に応じて、当該措置に要する費用

の全部又は一部を徴収することができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 892  

担当部署: 住民課  

処分の概要 悪臭物質排出減少措置の実施命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
悪臭防止法 第8条第2項 

法 令 番 号 昭和46年法律第91号 

【基準】 

 法第8条第2項の規定による。 

 (改善勧告及び改善命令) 

第8条 市町村長は、規制地域内の事業場における事業活動に伴つて発生する悪臭原因物の排

出が規制基準に適合しない場合において、その不快なにおいにより住民の生活環境が損な

われていると認めるときは、当該事業場を設置している者に対し、相当の期限を定めて、そ

の事態を除去するために必要な限度において、悪臭原因物を発生させている施設の運用の

改善、悪臭原因物の排出防止設備の改良その他悪臭原因物の排出を減少させるための措置

を執るべきことを勧告することができる。 

2 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないときは、相当の期限

を定めて、その勧告に係る措置を執るべきことを命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 902  

担当部署: 住民課  

処分の概要 振動防止方法の改善命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
振動規制法 第12条第2項 

法 令 番 号 昭和51年法律第64号 

【基準】 

 法第12条第2項の規定による。 

 (改善勧告及び改善命令) 

第12条 市町村長は、指定地域内に設置されている特定工場等において発生する振動が規制

基準に適合しないことによりその特定工場等の周辺の生活環境が損なわれていると認める

ときは、当該特定工場等を設置している者に対し、期限を定めて、その事態を除去するため

に必要な限度において、振動の防止の方法を改善し、又は特定施設の使用の方法若しくは配

置を変更すべきことを勧告することができる。 

2 市町村長は、第9条の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないで特定施設を設置

しているとき、又は前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないときは、期限を

定めて、その勧告に従うべきことを命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 903  

担当部署: 住民課  

処分の概要 振動防止方法の改善命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
振動規制法 第15条第2項 

法 令 番 号 昭和51年法律第64号 

【基準】 

 法第15条第2項の規定による。 

 (改善勧告及び改善命令) 

第15条 市町村長は、指定地域内において行われる特定建設作業に伴つて発生する振動が環

境省令で定める基準に適合しないことによりその特定建設作業の場所の周辺の生活環境が

著しく損なわれると認めるときは、当該建設工事を施工する者に対し、期限を定めて、その

事態を除去するために必要な限度において、振動の防止の方法を改善し、又は特定建設作業

の作業時間を変更すべきことを勧告することができる。 

2 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないで特定建設作業を行

つているときは、期限を定めて、その勧告に従うべきことを命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 916  

担当部署: 住民課  

処分の概要 騒音防止方法の改善命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
騒音規制法 第12条第2項 

法 令 番 号 昭和43年法律第98号 

【基準】 

 法第12条の規定による。 

 (改善勧告及び改善命令) 

第12条 市町村長は、指定地域内に設置されている特定工場等において発生する騒音が規制

基準に適合しないことによりその特定工場等の周辺の生活環境が損なわれると認めるとき

は、当該特定工場等を設置している者に対し、期限を定めて、その事態を除去するために必

要な限度において、騒音の防止の方法を改善し、又は特定施設の使用の方法若しくは配置を

変更すべきことを勧告することができる。 

2 市町村長は、第9条の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないで特定施設を設置

しているとき、又は前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないときは、期限を

定めて、同条又は同項の事態を除去するために必要な限度において、騒音の防止の方法の改

善又は特定施設の使用の方法若しくは配置の変更を命ずることができる。 

3 前2項の規定は、第7条第1項の規定による届出をした者の当該届出に係る特定工場等につ

いては、同項に規定する指定地域となつた日又は同項に規定する特定施設となつた日から3

年間は、適用しない。ただし、当該地域が指定地域となつた際又は当該施設が特定施設とな

つた際その者に適用されている地方公共団体の条例の規定で第1項の規定に相当するもの

があるとき、及びその者が第8条第1項の規定による届出をした場合において当該届出が受

理された日から30日を経過したときは、この限りでない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 917  

担当部署: 住民課  

処分の概要 騒音防止方法の改善命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
騒音規制法 第15条第2項 

法 令 番 号 昭和43年法律第98号 

【基準】 

 法第15条第1項及び第2項の規定による。 

 (改善勧告及び改善命令) 

第15条 市町村長は、指定地域内において行われる特定建設作業に伴つて発生する騒音が昼

間、夜間その他の時間の区分及び特定建設作業の作業時間等の区分並びに区域の区分ごと

に環境大臣の定める基準に適合しないことによりその特定建設作業の場所の周辺の生活環

境が著しく損なわれると認めるときは、当該建設工事を施工する者に対し、期限を定めて、

その事態を除去するために必要な限度において、騒音の防止の方法を改善し、又は特定建設

作業の作業時間を変更すべきことを勧告することができる。 

2 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないで特定建設作業を行

つているときは、期限を定めて、同項の事態を除去するために必要な限度において、騒音の

防止の方法の改善又は特定建設作業の作業時間の変更を命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 946  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 診療報酬の支払いの一時差止め 

法 令 名 

根 拠 条 項 
母子保健法 第20条第7項において準用する児童福祉法第21条の3第2項 

法 令 番 号 昭和40年法律第141号 

【基準】 

 法第20条第7項及び児童福祉法第21条の3第2項の規定による。 

 (養育医療) 

第20条  

7 児童福祉法第19条の12、第19条の20及び第21条の3の規定は養育医療の給付について、同法

第20条第7項及び第8項並びに第21条の規定は指定養育医療機関について、それぞれ準用す

る。この場合において、同法第19条の12中「診療方針」とあるのは「診療方針及び診療報酬」

と、同法第19条の20(第2項を除く。)中「小児慢性特定疾病医療費の」とあるのは「診療報

酬の」と、同条第1項中「第19条の3第10項」とあるのは「母子保健法第20条第7項において

読み替えて準用する第19条の12」と、同条第4項中「都道府県」とあるのは「市町村」と、

同法第21条の3第2項中「都道府県の」とあるのは「市町村の」と読み替えるものとする。 

 

児童福祉法 

第21条の3 

2 指定療育機関の管理者が、正当な理由がなく、前項の報告の求めに応ぜず、若しくは虚偽

の報告をし、又は同項の同意を拒んだときは、都道府県知事は、当該指定療育機関に対する

都道府県の診療報酬の支払を一時差し止めることを指示し、又は差し止めることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 947  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 費用の徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
母子保健法 第21条の4第1項 

法 令 番 号 昭和40年法律第141号 

【基準】 

 法第21条の4の規定による。 

 (費用の徴収) 

第21条の4 第20条の規定による養育医療の給付に要する費用を支弁した市町村長は、当該措

置を受けた者又はその扶養義務者から、その負担能力に応じて、当該措置に要する費用の全

部又は一部を徴収することができる。 

2 前項の規定による費用の徴収は、徴収されるべき者の居住地又は財産所在地の市町村に嘱

託することができる。 

3 第1項の規定により徴収される費用を、指定の期限内に納付しない者があるときは、地方税

の滞納処分の例により処分することができる。この場合における徴収金の先取特権の順位

は、国税及び地方税に次ぐものとする。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 952  

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 違反建築物に対する措置命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
景観法 第64条第1項 

法 令 番 号 平成16年法律第110号 

【基準】 

 法第64条第1項の規定による。 

 (違反建築物に対する措置) 

第64条 市町村長は、第62条の規定に違反した建築物があるときは、建築等工事主(建築物の

建築等をする者をいう。以下同じ。)、当該建築物の建築等の工事の請負人(請負工事の下請

人を含む。以下この章において同じ。)若しくは現場管理者又は当該建築物の所有者、管理

者若しくは占有者に対し、当該建築物に係る工事の施工の停止を命じ、又は相当の期限を定

めて当該建築物の改築、修繕、模様替、色彩の変更その他当該規定の違反を是正するために

必要な措置をとることを命ずることができる。 

 

 景観法運用指針(平成16年12月国土交通省・農林水産省・環境省、平成30年4月1日改正)参照 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 953  

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 形態意匠の制限に適合しない建築物に対する措置命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
景観法 第70条第1項 

法 令 番 号 平成16年法律第110号 

【基準】 

 法第70条第1項の規定による。 

 (形態意匠の制限に適合しない建築物に対する措置) 

第70条 市町村長は、前条第2項の規定により第62条から第68条までの規定の適用を受けない

建築物について、その形態意匠が景観地区における良好な景観の形成に著しく支障がある

と認める場合においては、当該市町村の議会の同意を得た場合に限り、当該建築物の所有

者、管理者又は占有者に対して、相当の期限を定めて、当該建築物の改築、模様替、色彩の

変更その他都市計画において定められた建築物の形態意匠の制限に適合するために必要な

措置をとることを命ずることができる。この場合においては、市町村は、当該命令に基づく

措置によって通常生ずべき損害を時価によって補償しなければならない。 

 

 景観法運用指針(平成16年12月国土交通省・農林水産省・環境省、平成30年4月1日改正)参照 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 954  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 職権による要介護状態区分の変更の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第30条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第30条第1項の規定による。 

第30条 市町村は、要介護認定を受けた被保険者について、その介護の必要の程度が低下した

ことにより当該要介護認定に係る要介護状態区分以外の要介護状態区分に該当するに至っ

たと認めるときは、要介護状態区分の変更の認定をすることができる。この場合において、

市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、当該変更の認定に係る被保険者に対しその

被保険者証の提出を求め、これに当該変更の認定に係る要介護状態区分及び次項において

準用する第27条第5項後段の規定による認定審査会の意見(同項第2号に掲げる事項に係る

ものに限る。)を記載し、これを返付するものとする。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 955  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 要介護認定の取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第31条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第31条第1項の規定による。 

 (要介護認定の取消し) 

第31条 市町村は、要介護認定を受けた被保険者が次の各号のいずれかに該当するときは、当

該要介護認定を取り消すことができる。この場合において、市町村は、厚生労働省令で定め

るところにより、当該取消しに係る被保険者に対しその被保険者証の提出を求め、第27条第

7項各号に掲げる事項の記載を消除し、これを返付するものとする。 

(1) 要介護者に該当しなくなったと認めるとき。 

(2) 正当な理由なしに、前条第2項若しくは次項において準用する第27条第2項の規定によ

る調査(第24条の2第1項第2号又は前条第2項若しくは次項において準用する第28条第5項

の規定により委託された場合にあっては、当該委託に係る調査を含む。)に応じないとき、

又は前条第2項若しくは次項において準用する第27条第3項ただし書の規定による診断命

令に従わないとき。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 956  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 要支援認定の取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第34条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第34条第1項の規定による。 

 (要支援認定の取消し) 

第34条 市町村は、要支援認定を受けた被保険者が次の各号のいずれかに該当するときは、当

該要支援認定を取り消すことができる。この場合において、市町村は、厚生労働省令で定め

るところにより、当該取消しに係る被保険者に対しその被保険者証の提出を求め、第32条第

6項各号に掲げる事項の記載を消除し、これを返付するものとする。 

(1) 要支援者に該当しなくなったと認めるとき。 

(2) 正当な理由なしに、前条第2項若しくは次項において準用する第32条第2項の規定によ

り準用される第27条第2項の規定による調査(第24条の2第1項第2号又は前条第2項若しく

は次項において準用する第28条第5項の規定により委託された場合にあっては、当該委託

に係る調査を含む。)に応じないとき、又は次項において準用する第32条第2項の規定によ

り準用される第27条第3項ただし書の規定による診断命令に従わないとき。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 957  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 保険給付の制限 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第64条 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第64条の規定による。 

第64条 市町村は、自己の故意の犯罪行為若しくは重大な過失により、又は正当な理由なしに

介護給付等対象サービスの利用若しくは居宅介護住宅改修費若しくは介護予防住宅改修費

に係る住宅改修の実施に関する指示に従わないことにより、要介護状態等若しくはその原

因となった事故を生じさせ、又は要介護状態等の程度を増進させた被保険者の当該要介護

状態等については、これを支給事由とする介護給付等は、その全部又は一部を行わないこと

ができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 958  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 保険給付の制限 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第65条 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第65条の規定による。 

第65条 市町村は、介護給付等を受ける者が、正当な理由なしに、第23条の規定による求め(第

24条の2第1項第1号の規定により委託された場合にあっては、当該委託に係る求めを含む。)

に応ぜず、又は答弁を拒んだときは、介護給付等の全部又は一部を行わないことができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 959  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 保険料滞納者に係る支払方法の変更 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第66条第1項及び第2項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第66条第1項及び第2項の規定による。 

 (保険料滞納者に係る支払方法の変更) 

第66条 市町村は、保険料を滞納している第一号被保険者である要介護被保険者等(原子爆弾

被爆者に対する援護に関する法律(平成6年法律第117号)による一般疾病医療費の支給その

他厚生労働省令で定める医療に関する給付を受けることができるものを除く。)が、当該保

険料の納期限から厚生労働省令で定める期間が経過するまでの間に当該保険料を納付しな

い場合においては、当該保険料の滞納につき災害その他の政令で定める特別の事情がある

と認める場合を除き、厚生労働省令で定めるところにより、当該要介護被保険者等に対し被

保険者証の提出を求め、当該被保険者証に、第41条第6項、第42条の2第6項、第46条第4項、

第48条第4項、第51条の3第4項、第53条第4項、第54条の2第6項、第58条第4項及び第61条の

3第4項の規定を適用しない旨の記載(以下この条及び次条第3項において「支払方法変更の

記載」という。)をするものとする。 

2 市町村は、前項に規定する厚生労働省令で定める期間が経過しない場合においても、同項に

規定する政令で定める特別の事情があると認める場合を除き、同項に規定する要介護被保

険者等に対し被保険者証の提出を求め、当該被保険者証に支払方法変更の記載をすること

ができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 960  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 保険給付の支払の一時差止 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第67条第1項及び第2項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第67条第1項及び第2項の規定による。 

 (保険給付の支払の一時差止) 

第67条 市町村は、保険給付を受けることができる第一号被保険者である要介護被保険者等

が保険料を滞納しており、かつ、当該保険料の納期限から厚生労働省令で定める期間が経過

するまでの間に当該保険料を納付しない場合においては、当該保険料の滞納につき災害そ

の他の政令で定める特別の事情があると認める場合を除き、厚生労働省令で定めるところ

により、保険給付の全部又は一部の支払を一時差し止めるものとする。 

2 市町村は、前項に規定する厚生労働省令で定める期間が経過しない場合においても、保険給

付を受けることができる第一号被保険者である要介護被保険者等が保険料を滞納している

場合においては、当該保険料の滞納につき災害その他の政令で定める特別の事情があると

認める場合を除き、厚生労働省令で定めるところにより、保険給付の全部又は一部の支払を

一時差し止めることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 961  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 
医療保険各法の規定による保険料等に未納がある者に対する保険給付の一時差

止 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第68条第1項及び第2項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第68条第1項及び第2項の規定による。 

 (医療保険各法の規定による保険料等に未納がある者に対する保険給付の一時差止) 

第68条 市町村は、保険給付を受けることができる第二号被保険者である要介護被保険者等

について、医療保険各法の定めるところにより当該要介護被保険者等が納付義務又は払込

義務を負う保険料(地方税法(昭和25年法律第226号)の規定による国民健康保険税を含む。)

又は掛金であってその納期限又は払込期限までに納付しなかったもの(以下この項及び次

項において「未納医療保険料等」という。)がある場合においては、未納医療保険料等があ

ることにつき災害その他の政令で定める特別の事情があると認める場合を除き、厚生労働

省令で定めるところにより、当該要介護被保険者等に対し被保険者証の提出を求め、当該被

保険者証に、第41条第6項、第42条の2第6項、第46条第4項、第48条第4項、第51条の3第4項、

第53条第4項、第54条の2第6項、第58条第4項及び第61条の3第4項の規定を適用しない旨並び

に保険給付の全部又は一部の支払を差し止める旨の記載(以下この条において「保険給付差

止の記載」という。)をすることができる。 

2 市町村は、前項の規定により保険給付差止の記載を受けた要介護被保険者等が、未納医療

保険料等を完納したとき、又は当該要介護被保険者等に係る未納医療保険料等の著しい減

少、災害その他の政令で定める特別の事情があると認めるときは、当該保険給付差止の記載

を消除するものとする。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 962  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 保険料を徴収する権利が消滅した場合の保険給付の特例 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第69条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第69条第1項の規定による。 

 (保険料を徴収する権利が消滅した場合の保険給付の特例) 

第69条 市町村は、要介護認定、要介護更新認定、第29条第2項において準用する第27条第7項

若しくは第30条第1項の規定による要介護状態区分の変更の認定、要支援認定、要支援更新

認定、第33条の2第2項において準用する第32条第6項若しくは第33条の3第1項の規定による

要支援状態区分の変更の認定(以下この項において単に「認定」という。)をした場合におい

て、当該認定に係る第一号被保険者である要介護被保険者等について保険料徴収権消滅期

間(当該期間に係る保険料を徴収する権利が時効によって消滅している期間につき政令で

定めるところにより算定された期間をいう。以下この項において同じ。)があるときは、厚

生労働省令で定めるところにより、当該要介護被保険者等の被保険者証に、当該認定に係る

第27条第7項後段(第28条第4項及び第29条第2項において準用する場合を含む。)、第30条第

1項後段若しくは第35条第4項後段又は第32条第6項後段(第33条第4項及び第33条の2第2項

において準用する場合を含む。)、第33条の3第1項後段若しくは第35条第2項後段若しくは第

6項後段の規定による記載に併せて、介護給付等(居宅介護サービス計画費の支給、特例居宅

介護サービス計画費の支給、介護予防サービス計画費の支給及び特例介護予防サービス計

画費の支給、高額介護サービス費の支給、高額医療合算介護サービス費の支給、高額介護予

防サービス費の支給及び高額医療合算介護予防サービス費の支給並びに特定入所者介護サ

ービス費の支給、特例特定入所者介護サービス費の支給、特定入所者介護予防サービス費の

支給及び特例特定入所者介護予防サービス費の支給を除く。)の額の減額を行う旨並びに高

額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、高額介護予防サービス費及び高額医療合

算介護予防サービス費並びに特定入所者介護サービス費、特例特定入所者介護サービス費、

特定入所者介護予防サービス費及び特例特定入所者介護予防サービス費の支給を行わない

旨並びにこれらの措置がとられる期間(市町村が、政令で定めるところにより、保険料徴収

権消滅期間に応じて定める期間をいう。以下この条において「給付額減額期間」という。)

の記載(以下この条において「給付額減額等の記載」という。)をするものとする。ただし、

当該要介護被保険者等について、災害その他の政令で定める特別の事情があると認めると

きは、この限りでない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 963  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 保険料額の決定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第129条第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第129条第1項及び第2項の規定による。 

 (保険料) 

第129条 市町村は、介護保険事業に要する費用(財政安定化基金拠出金の納付に要する費用

を含む。)に充てるため、保険料を徴収しなければならない。 

2 前項の保険料は、第一号被保険者に対し、政令で定める基準に従い条例で定めるところによ

り算定された保険料率により算定された保険料額によって課する。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1008  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 感染症の病原体に汚染された場所の消毒の実費徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 第63条第1項 

法 令 番 号 平成10年法律第114号 

【基準】 

 法第63条第1項の規定による。 

 (費用の徴収) 

第63条 市町村長は、第27条第2項の規定により、当該職員に一類感染症、二類感染症、三類

感染症、四類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者がいる場所又はいた場所、

当該感染症に係る死体がある場所又はあった場所その他当該感染症の病原体に汚染された

場所又は汚染された疑いがある場所を消毒させた場合(第50条第1項の規定により実施され

た場合を含む。)は、当該患者若しくはその保護者又はその場所の管理をする者若しくはそ

の代理をする者から消毒に要した実費を徴収することができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1009  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 ねずみ族、昆虫等の駆除の実費徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 第63条第2項 

法 令 番 号 平成10年法律第114号 

【基準】 

 法第63条第2項の規定による。 

 (費用の徴収) 

第63条 

2 市町村長は、第28条第2項の規定により、当該職員に一類感染症、二類感染症、三類感染症

又は四類感染症の病原体に汚染され、又は汚染された疑いがあるねずみ族、昆虫等を駆除さ

せた場合(第50条第1項の規定により実施された場合を含む。)は、当該ねずみ族、昆虫等が

存在する区域の管理をする者又はその代理をする者からねずみ族、昆虫等の駆除に要した

実費を徴収することができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1010  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 物件に係る措置の実費徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 第63条第3項 

法 令 番 号 平成10年法律第114号 

【基準】 

 法第63条第3項の規定による。 

 (費用の徴収) 

第63条 

3 市町村長は、第29条第2項の規定により、当該職員に一類感染症、二類感染症、三類感染症、

四類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の病原体に汚染され、又は汚染された疑いが

ある飲食物、衣類、寝具その他の物件を消毒させた場合(第50条第1項の規定により実施され

た場合を含む。)は、当該飲食物、衣類、寝具その他の物件の所持者から消毒に要した実費

を徴収することができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1011  

担当部署: 建設課  

処分の概要 流域下水道における特定施設の設置計画の廃止命令等 

法 令 名 

根 拠 条 項 
下水道法 第25条の18第1項 

法 令 番 号 昭和33年法律第79号 

【基準】 

 法第25条の18第1項において準用する法第12条の5の規定による。 

 (計画変更命令) 

第12条の5 公共下水道管理者は、第12条の3第1項又は前条の規定による届出があつた場合に

おいて、当該特定事業場から公共下水道に排除される下水の水質が公共下水道への排出口

において第12条の2第1項の政令で定める基準又は同条第3項の規定による条例で定める基

準に適合しないと認めるときは、その届出を受理した日から60日以内に限り、その届出をし

た者に対し、その届出に係る特定施設の構造若しくは使用の方法若しくは特定施設から排

出される汚水の処理の方法に関する計画の変更(前条の規定による届出に係る計画の廃止

を含む。)又は第12条の3第1項の規定による届出に係る特定施設の設置に関する計画の廃止

を命ずることができる。 

 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1012  

担当部署: 建設課  

処分の概要 流域下水道における施設損傷者への工事費用負担命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
下水道法 第25条の18第1項 

法 令 番 号 昭和33年法律第79号 

【基準】 

 法第25条の18第1項において準用する法第18条の規定による。 

 (損傷負担金) 

第18条 公共下水道管理者は、公共下水道の施設を損傷した行為により必要を生じた公共下

水道の施設に関する工事に要する費用については、その必要を生じた限度において、その行

為をした者にその全部又は一部を負担させることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 
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ID: 1013  

担当部署: 建設課  

処分の概要 流域下水道における汚濁原因者への工事費用負担命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
下水道法 第25条の18第1項 

法 令 番 号 昭和33年法律第79号 

【基準】 

 法第25条の18第1項において準用する法第18条の2の規定による。 

 (汚濁原因者負担金) 

第18条の2 公共下水道管理者は、公害健康被害の補償等に関する法律(昭和48年法律第111

号)第62条第1項の規定により特定賦課金を徴収された場合においては、政令で定めるとこ

ろにより、当該特定賦課金に係る同法第6条に規定する指定疾病に影響を与える水質の汚濁

の原因である物質を当該公共下水道に排除した特定施設の設置者(過去の設置者を含む。)

に当該特定賦課金の納付に要する費用の全部又は一部を負担させることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1014  

担当部署: 建設課  

処分の概要 雨水流域下水道における施設損傷者への工事費用負担命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
下水道法 第25条の18第2項 

法 令 番 号 昭和33年法律第79号 

【基準】 

 法第25条の18第2項において準用する法第18条の規定による。 

 (損傷負担金) 

第18条 公共下水道管理者は、公共下水道の施設を損傷した行為により必要を生じた公共下

水道の施設に関する工事に要する費用については、その必要を生じた限度において、その行

為をした者にその全部又は一部を負担させることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1015  

担当部署: 建設課  

処分の概要 都市下水路における施設損傷者への工事費用負担命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
下水道法 第31条 

法 令 番 号 昭和33年法律第79号 

【基準】 

 法第31条において準用する法第18条の規定による。 

 (損傷負担金) 

第18条 公共下水道管理者は、公共下水道の施設を損傷した行為により必要を生じた公共下

水道の施設に関する工事に要する費用については、その必要を生じた限度において、その行

為をした者にその全部又は一部を負担させることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1016  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 措置命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第78条の9第3項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第78条の9第3項の規定による。 

 (勧告、命令等) 

第78条の9 市町村長は、指定地域密着型サービス事業者が、次の各号に掲げる場合に該当す

ると認めるときは、当該指定地域密着型サービス事業者に対し、期限を定めて、それぞれ当

該各号に定める措置をとるべきことを勧告することができる。 

(1) 第78条の2第8項の規定により当該指定を行うに当たって付された条件に従わない場

合 当該条件に従うこと。 

(2) 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第78条の4第1

項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数又は同条第5

項に規定する指定地域密着型サービスに従事する従業者に関する基準を満たしていない

場合 当該市町村の条例で定める基準若しくは当該市町村の条例で定める員数又は当該

指定地域密着型サービスに従事する従業者に関する基準を満たすこと。 

(3) 第78条の4第2項又は第5項に規定する指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営

に関する基準に従って適正な指定地域密着型サービスの事業の運営をしていない場合 

当該指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定地

域密着型サービスの事業の運営をすること。 

(4) 第78条の4第7項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便宜の提供

を適正に行うこと。 

2 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指定地域密着

型サービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公表することが

できる。 

3 市町村長は、第1項の規定による勧告を受けた指定地域密着型サービス事業者が、正当な理

由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定地域密着型サービス事業

者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1017  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 指定の取消し等 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第78条の10 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第78条の10の規定による。 

(指定の取消し等) 

第78条の10 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定地域密着

型サービス事業者に係る第42条の2第1項本文の指定を取り消し、又は期間を定めてその指

定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

(1) 指定地域密着型サービス事業者が、第78条の2第4項第4号の2から第5号の2まで、第9号

(第5号の3に該当する者のあるものであるときを除く。)、第10号(第5号の3に該当する者

のあるものであるときを除く。)、第11号(第5号の3に該当する者であるときを除く。)又

は第12号(第5号の3に該当する者であるときを除く。)のいずれかに該当するに至ったと

き。 

(2) 指定地域密着型サービス事業者が、第78条の2第6項第3号から第3号の4までのいずれ

かに該当するに至ったとき。 

(3) 指定地域密着型サービス事業者が、第78条の2第8項の規定により当該指定を行うに当

たって付された条件に違反したと認められるとき。 

(4) 指定地域密着型サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技

能又は人員について、第78条の4第1項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町

村の条例で定める員数又は同条第5項に規定する指定地域密着型サービスに従事する従

業者に関する基準を満たすことができなくなったとき。 

(5) 指定地域密着型サービス事業者が、第78条の4第2項又は第5項に規定する指定地域密

着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定地域密着型サービ

スの事業の運営をすることができなくなったとき。 

(6) 指定地域密着型サービス事業者が、第78条の4第8項に規定する義務に違反したと認め

られるとき。 

(7) 指定地域密着型サービス事業者(地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行う

ものに限る。)が、第28条第5項(第29条第2項、第30条第2項、第31条第2項、第33条第4項、

第33条の2第2項、第33条の3第2項及び第34条第2項において準用する場合を含む。第84条、

第92条、第104条及び第114条の6において同じ。)の規定により調査の委託を受けた場合に

おいて、当該調査の結果について虚偽の報告をしたとき。 

(8) 地域密着型介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 

(9) 指定地域密着型サービス事業者が、第78条の7第1項の規定により報告又は帳簿書類の

提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

(10) 指定地域密着型サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第78条の7第

1項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せ

ず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し

たとき。ただし、当該指定に係る事業所の従業者がその行為をした場合において、その行

為を防止するため、当該指定地域密着型サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くし
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たときを除く。 

(11) 指定地域密着型サービス事業者が、不正の手段により第42条の2第1項本文の指定を

受けたとき。 

(12) 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型サービス事業者が、この法律その他国民

の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命

令若しくは処分に違反したとき。 

(13) 指定地域密着型サービス事業者に係る老人福祉法第29条第18項の規定による通知を

受けたとき。 

(14) 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型サービス事業者が、居宅サービス等に関

し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

(15) 指定地域密着型サービス事業者が法人である場合において、その役員等のうちに指

定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前5年以内に

居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 

(16) 指定地域密着型サービス事業者が法人でない事業所である場合において、その管理

者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前5年

以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1018  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 措置命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第115条の18第3項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第115条の18第3項の規定による。 

 (勧告、命令等) 

第115条の18 市町村長は、指定地域密着型介護予防サービス事業者が、次の各号に掲げる場

合に該当すると認めるときは、当該指定地域密着型介護予防サービス事業者に対し、期限を

定めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することができる。 

(1) 第115条の12第6項の規定により当該指定を行うに当たって付された条件に従わない

場合 当該条件に従うこと。 

(2) 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第115条の14第

1項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数又は同条第5

項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準を満たし

ていない場合 当該市町村の条例で定める基準若しくは当該市町村の条例で定める員数

又は当該指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準を満たすこ

と。 

(3) 第115条の14第2項又は第5項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定地域密着型介護予防サービスの

事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定地域密着型介護予防サービスの事

業の運営をしていない場合 当該指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準又は指定地域密着型介護予防サービスの事業の設

備及び運営に関する基準に従って適正な指定地域密着型介護予防サービスの事業の運営

をすること。 

(4) 第115条の14第7項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便宜の提

供を適正に行うこと。 

2 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指定地域密着

型介護予防サービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公表す

ることができる。 

3 市町村長は、第1項の規定による勧告を受けた指定地域密着型介護予防サービス事業者が、

正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定地域密着型介護

予防サービス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずるこ

とができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1019  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 指定の取消し等 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第115条の19 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第115条の19の規定による。 

 (指定の取消し等) 

第115条の19 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定地域密

着型介護予防サービス事業者に係る第54条の2第1項本文の指定を取り消し、又は期間を定

めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 

(1) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第115条の12第2項第4号の2から第5号の2

まで、第9号(第5号の3に該当する者のあるものであるときを除く。)、第10号(第5号の3に

該当する者のあるものであるときを除く。)、第11号(第5号の3に該当する者であるときを

除く。)又は第12号(第5号の3に該当する者であるときを除く。)のいずれかに該当するに

至ったとき。 

(2) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第115条の12第4項第3号から第6号までの

いずれかに該当するに至ったとき。 

(3) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第115条の12第6項の規定により当該指定

を行うに当たって付された条件に違反したと認められるとき。 

(4) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若

しくは技能又は人員について、第115条の14第1項の市町村の条例で定める基準若しくは

同項の市町村の条例で定める員数又は同条第5項に規定する指定地域密着型介護予防サ

ービスに従事する従業者に関する基準を満たすことができなくなったとき。 

(5) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第115条の14第2項又は第5項に規定する

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準又は指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って

適正な指定地域密着型介護予防サービスの事業の運営をすることができなくなったと

き。 

(6) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第115条の14第8項に規定する義務に違反

したと認められるとき。 

(7) 地域密着型介護予防サービス費の請求に関し不正があったとき。 

(8) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第115条の17第1項の規定により報告又は

帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

(9) 指定地域密着型介護予防サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第

115条の17第1項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に

対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若

しくは忌避したとき。ただし、当該指定に係る事業所の従業者がその行為をした場合にお

いて、その行為を防止するため、当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が相当の注

意及び監督を尽くしたときを除く。 

(10) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、不正の手段により第54条の2第1項本文

の指定を受けたとき。 
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(11) 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型介護予防サービス事業者が、この法律そ

の他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に

基づく命令若しくは処分に違反したとき。 

(12) 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型介護予防サービス事業者が、居宅サービ

ス等に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 

(13) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が法人である場合において、その役員等の

うちに指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前5

年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 

(14) 指定地域密着型介護予防サービス事業者が法人でない事業所である場合において、

その管理者が指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとすると

き前5年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1020  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 措置命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第115条の28第3項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第115条の28第3項の規定による。 

 (勧告、命令等) 

第115条の28 市町村長は、指定介護予防支援事業者が、次の各号に掲げる場合に該当すると

認めるときは、当該指定介護予防支援事業者に対し、期限を定めて、それぞれ当該各号に定

める措置をとるべきことを勧告することができる。 

(1) 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第115条の24第

1項の市町村の条例で定める基準又は同項の市町村の条例で定める員数を満たしていな

い場合 当該市町村の条例で定める基準又は当該市町村の条例で定める員数を満たすこ

と。 

(2) 第115条の24第2項に規定する指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業の運営に関する基準に従って適正な

指定介護予防支援の事業の運営をしていない場合 当該指定介護予防支援に係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業の運営に関す

る基準に従って適正な指定介護予防支援の事業の運営をすること。 

(3) 第115条の24第5項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便宜の提

供を適正に行うこと。 

2 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指定介護予防

支援事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

3 市町村長は、第1項の規定による勧告を受けた指定介護予防支援事業者が、正当な理由がな

くてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定介護予防支援事業者に対し、期限

を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1021  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 指定の取消し等 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第115条の29 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第115条の29の規定による。 

 (指定の取消し等) 

第115条の29 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定介護予

防支援事業者に係る第58条第1項の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若し

くは一部の効力を停止することができる。 

(1) 指定介護予防支援事業者が、第115条の22第2項第3号の2から第4号の2まで、第8号(同

項第4号の3に該当する者のあるものであるときを除く。)又は第9号(同項第4号の3に該当

する者であるときを除く。)のいずれかに該当するに至ったとき。 

(2) 指定介護予防支援事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は

人員について、第115条の24第1項の市町村の条例で定める基準又は同項の市町村の条例

で定める員数を満たすことができなくなったとき。 

(3) 指定介護予防支援事業者が、第115条の24第2項に規定する指定介護予防支援に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業の運営に

関する基準に従って適正な指定介護予防支援の事業の運営をすることができなくなった

とき。 

(4) 指定介護予防支援事業者が、第115条の24第6項に規定する義務に違反したと認められ

るとき。 

(5) 介護予防サービス計画費の請求に関し不正があったとき。 

(6) 指定介護予防支援事業者が、第115条の27第1項の規定により報告又は帳簿書類の提出

若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

(7) 指定介護予防支援事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第115条の27第1項の

規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若

しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。

ただし、当該指定に係る事業所の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止

するため、当該指定介護予防支援事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 

(8) 指定介護予防支援事業者が、不正の手段により第58条第1項の指定を受けたとき。 

(9) 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防支援事業者が、この法律その他国民の保健

医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若し

くは処分に違反したとき。 

(10) 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防支援事業者が、居宅サービス等に関し不正

又は著しく不当な行為をしたとき。 

(11) 指定介護予防支援事業者の役員等のうちに、指定の取消し又は指定の全部若しくは

一部の効力の停止をしようとするとき前5年以内に居宅サービス等に関し不正又は著し

く不当な行為をした者があるとき。 

 

備考  



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

2 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1022  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 職親委託措置の解除 

法 令 名 

根 拠 条 項 
知的障害者福祉法 第16条第1項第3号 

法 令 番 号 昭和35年法律第37号 

【基準】 

 法第16条第1項第3号及び同条第2項の規定による。 

 (障害者支援施設等への入所等の措置) 

第16条 市町村は、18歳以上の知的障害者につき、その福祉を図るため、必要に応じ、次の措

置を採らなければならない。 

(1) 略 

(2) 略 

(3) 知的障害者の更生援護を職親(知的障害者を自己の下に預かり、その更生に必要な指

導訓練を行うことを希望する者であつて、市町村長が適当と認めるものをいう。)に委託

すること。 

2 市町村は、前項第2号又は第3号の措置を採るに当たつて、医学的、心理学的及び職能的判

定を必要とする場合には、あらかじめ、知的障害者更生相談所の判定を求めなければならな

い。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1026  

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 指定管理者の指定の取消し等 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方自治法 第244条の2第11項 

法 令 番 号 昭和22年法律第67号 

【基準】 

 法第244条の2第11項の規定による。 

 (公の施設の設置、管理及び廃止) 

第244条の2 

11 普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該指定管理者に

よる管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定

めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1027  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 職権による要支援状態区分の変更の認定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第33条の3第1項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第33条の3第1項の規定による。 

第33条の3 市町村は、要支援認定を受けた被保険者について、その支援の必要の程度が低下

したことにより当該要支援認定に係る要支援状態区分以外の要支援状態区分に該当するに

至ったと認めるときは、要支援状態区分の変更の認定をすることができる。この場合におい

て、市町村は、厚生労働省令で定めるところにより、当該変更の認定に係る被保険者に対し

その被保険者証の提出を求め、これに当該変更の認定に係る要支援状態区分及び次項にお

いて準用する第32条第4項後段の規定による認定審査会の意見(同項第2号に掲げる事項に

係るものに限る。)を記載し、これを返付するものとする。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1028  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 支給決定の取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 第25条第1項 

法 令 番 号 平成17年法律第123号 

【基準】 

 法第25条第1項の規定による。 

 (支給決定の取消し) 

第25条 支給決定を行った市町村は、次に掲げる場合には、当該支給決定を取り消すことがで

きる。 

(1) 支給決定に係る障害者等が、第29条第1項に規定する指定障害福祉サービス等及び第

30条第1項第2号に規定する基準該当障害福祉サービスを受ける必要がなくなったと認め

るとき。 

(2) 支給決定障害者等が、支給決定の有効期間内に、当該市町村以外の市町村の区域内に

居住地を有するに至ったと認めるとき(支給決定に係る障害者が特定施設に入所するこ

とにより当該市町村以外の市町村の区域内に居住地を有するに至ったと認めるときを除

く。)。 

(3) 支給決定に係る障害者等又は障害児の保護者が、正当な理由なしに第20条第2項(前条

第3項において準用する場合を含む。)の規定による調査に応じないとき。 

(4) その他政令で定めるとき。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1029  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 支給認定の取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 第57条第1項 

法 令 番 号 平成17年法律第123号 

【基準】 

 法第57条第1項の規定による。 

 (支給認定の取消し) 

第57条 支給認定を行った市町村等は、次に掲げる場合には、当該支給認定を取り消すことが

できる。 

(1) 支給認定に係る障害者等が、その心身の障害の状態からみて自立支援医療を受ける必

要がなくなったと認めるとき。 

(2) 支給認定障害者等が、支給認定の有効期間内に、当該市町村等以外の市町村等の区域

内に居住地を有するに至ったと認めるとき(支給認定に係る障害者が特定施設に入所す

ることにより当該市町村以外の市町村の区域内に居住地を有するに至ったと認めるとき

を除く。)。 

(3) 支給認定に係る障害者等が、正当な理由なしに第9条第1項の規定による命令に応じな

いとき。 

(4) その他政令で定めるとき。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1088  

担当部署: 産業課  

処分の概要 土地、水面等の使用及び収用等の処分 

法 令 名 

根 拠 条 項 
漁港漁場整備法 第36条第2項 

法 令 番 号 昭和25年法律第137号 

【基準】 

 法第36条第2項の規定による。 

 (土地、水面等の使用及び収用) 

第36条 第24条の規定は、漁港の維持管理のために必要がある場合に準用する。 

2 漁港管理者は、非常災害のために急迫の必要がある場合には、その現場にある者を復旧、

危害防止その他の業務に協力させ、又は前項の規定によらないで左に掲げる処分をするこ

とができる。 

(1) 必要な土地、水面、船舶又は工作物を使用すること。 

(2) 土石、竹木その他の物件(前号に掲げる物を除く。)を使用し、又は収用すること。 

3 第24条第3項の規定は、前項の処分をした場合に準用する。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1090  

担当部署: 産業課  

処分の概要 原状回復命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
漁港漁場整備法 第37条第2項 

法 令 番 号 昭和25年法律第137号 

【基準】 

 法第37条第2項の規定による。 

第37条 

2 漁港管理者は、漁港の保全上必要があると認める場合には、前項の規定に違反した者に対

し、原状回復を命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1094  

担当部署: 産業課  

処分の概要 監督処分 

法 令 名 

根 拠 条 項 
漁港漁場整備法 第39条の2第1項及び第2項 

法 令 番 号 昭和25年法律第137号 

【基準】 

 法第39条の2第1項及び第2項の規定による。 

 (監督処分) 

第39条の2 漁港管理者は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、その許可を取り消し、

その効力を停止し、若しくはその条件を変更し、又はその行為の中止、工作物若しくは船舶、

自動車その他の物件(以下「工作物等」という。)の改築、移転若しくは除却若しくは原状回

復を命ずることができる。 

(1) 前条第1項又は第5項の規定に違反した者 

(2) 前条第1項の規定による許可に付した条件に違反した者 

(3) 偽りその他不正な手段により前条第1項の規定による許可を受けた者 

2 漁港管理者は、漁港の区域内の土地、竹木又は工作物等の所有者又は占有者に対し、土地

の欠壊、土砂又は汚水の流出その他土地、竹木又は工作物等が漁港に及ぼすおそれのある危

害を防止するために必要な施設の設置その他の措置をとることを命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1096  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 不正利得の徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 第8条 

法 令 番 号 平成17年法律第123号 

【基準】 

 法第8条の規定による。 

 (不正利得の徴収) 

第8条 市町村(政令で定める医療に係る自立支援医療費の支給に関しては、都道府県とする。

以下「市町村等」という。)は、偽りその他不正の手段により自立支援給付を受けた者があ

るときは、その者から、その自立支援給付の額に相当する金額の全部又は一部を徴収するこ

とができる。 

2 市町村等は、第29条第2項に規定する指定障害福祉サービス事業者等、第51条の14第1項に

規定する指定一般相談支援事業者、第51条の17第1項第1号に規定する指定特定相談支援事

業者又は第54条第2項に規定する指定自立支援医療機関(以下この項において「事業者等」と

いう。)が、偽りその他不正の行為により介護給付費、訓練等給付費、特定障害者特別給付

費、地域相談支援給付費、計画相談支援給付費、自立支援医療費又は療養介護医療費の支給

を受けたときは、当該事業者等に対し、その支払った額につき返還させるほか、その返還さ

せる額に100分の40を乗じて得た額を支払わせることができる。 

3 前2項の規定による徴収金は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第231条の3第3項に規定す

る法律で定める歳入とする。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1119  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 特定障害者特別給付費等の支給の取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則 第34

条の6第1項 

法 令 番 号 平成18年厚生労働省令第19号 

【基準】 

 省令第34条の6第1項の規定による。 

 (特定障害者特別給付費等の支給の取消し) 

第34条の6 市町村は、次の各号に掲げる場合には、特定障害者特別給付費及び特例特定障害

者特別給付費(以下この条において「特定障害者特別給付費等」という。)の支給を行わない

ことができる。 

(1) 特定障害者が、法第34条第1項及び第35条第1項の規定に基づき特定障害者特別給付費

等の支給を受ける必要がなくなったと認めるとき。 

(2) 特定障害者が、第34条の3第3項第2号に規定する期間内に、当該市町村以外の市町村の

区域内に居住地を有するに至ったと認めるとき。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1123  

担当部署: 危機管理課  

処分の概要 武力攻撃災害の拡大防止のための措置の指示 

法 令 名 

根 拠 条 項 
武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律 第111条第1項 

法 令 番 号 平成16年法律第112号 

【基準】 

 法第111条第1項の規定による。 

 (市町村長の事前措置等) 

第111条 市町村長は、武力攻撃災害が発生するおそれがあるときは、武力攻撃災害が発生し

た場合においてこれを拡大させるおそれがあると認められる設備又は物件の占有者、所有

者又は管理者に対し、武力攻撃災害の拡大を防止するため必要な限度において、当該設備又

は物件の除去、保安その他必要な措置を講ずべきことを指示することができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1129  

担当部署: 産業課  

処分の概要 特定漁港施設運営の事業を実施するために必要な資力及び信用認定の取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 
漁港漁場整備法 第37条の2第8項 

法 令 番 号 昭和25年法律第137号 

【基準】 

 法第37条の2第7項及び第8項の規定による。 

7 漁港管理者は、第2項の認定を受けた者が第1項の農林水産省令で定める基準に適合しなく

なつたと認めるときは、当該認定を受けた者に対し、必要な措置をとるべきことを勧告する

ことができる。 

8 漁港管理者は、前項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従い必要な措置をとらなか

つたときは、第2項の認定を取り消すことができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1130  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 保険料の徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
高齢者の医療の確保に関する法律 第104条 

法 令 番 号 昭和57年法律第80号 

【基準】 

 法第104条の規定による。 

(保険料) 

第104条 市町村は、後期高齢者医療に要する費用(財政安定化基金拠出金及び第117条第2項

の規定による拠出金の納付に要する費用を含む。)に充てるため、保険料を徴収しなければ

ならない。 

2 前項の保険料は、後期高齢者医療広域連合が被保険者に対し、後期高齢者医療広域連合の

全区域にわたつて均一の保険料率であることその他の政令で定める基準に従い後期高齢者

医療広域連合の条例で定めるところにより算定された保険料率によつて算定された保険料

額によつて課する。ただし、当該後期高齢者医療広域連合の区域のうち、離島その他の医療

の確保が著しく困難である地域であつて厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所

を有する被保険者の保険料については、政令で定める基準に従い別に後期高齢者医療広域

連合の条例で定めるところにより算定された保険料率によつて算定された保険料額によつ

て課することができる。 

3 前項の保険料率は、療養の給付等に要する費用の額の予想額、財政安定化基金拠出金及び

第117条第2項の規定による拠出金の納付に要する費用の予想額、第116条第1項第2号の規定

による都道府県からの借入金の償還に要する費用の予定額、第125条第1項に規定する高齢

者保健事業及び同条第5項に規定する事業に要する費用の予定額、被保険者の所得の分布状

況及びその見通し、国庫負担並びに第100条第1項の後期高齢者交付金等の額等に照らし、お

おむね2年を通じ財政の均衡を保つことができるものでなければならない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1209  

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 業務運営改善の措置命令等 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地域再生法 第22条第2項及び第3項 

法 令 番 号 平成17年法律第24号 

【基準】 

 法第22条の規定による。 

 (監督等) 

第22条 地方公共団体の長は、第20条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するた

め必要があると認めるときは、推進法人に対し、その業務に関し報告をさせることができ

る。 

2 地方公共団体の長は、推進法人が第20条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していな

いと認めるときは、当該推進法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべ

きことを命ずることができる。 

3 地方公共団体の長は、推進法人が前項の規定による命令に違反したときは、第19条第1項の

規定による指定を取り消すことができる。 

4 地方公共団体の長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなけれ

ばならない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1295  

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 措置命令及び指定の取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律 第36条第2項及び第3項 

法 令 番 号 平成20年法律第40号 

【基準】 

 法第36条第2項及び第3項の規定による。 

 (監督等) 

第36条 市町村長は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要があ

ると認めるときは、支援法人に対し、その業務に関し報告をさせることができる。 

2 市町村長は、支援法人が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認める

ときは、支援法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずる

ことができる。 

3 市町村長は、支援法人が前項の規定による命令に違反したときは、第34条第1項の規定によ

る指定を取り消すことができる。 

4 市町村長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならな

い。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1305  

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 改善措置命令及び指定の取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市再生特別措置法 第121条第2項及び第3項 

法 令 番 号 平成14年法律第22号 

【基準】 

 法第121条の規定による。 

 (監督等) 

第121条 市町村長は、第119条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要

があると認めるときは、推進法人に対し、その業務に関し報告をさせることができる。 

2 市町村長は、推進法人が第119条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認

めるときは、推進法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命

ずることができる。 

3 市町村長は、推進法人が前項の規定による命令に違反したときは、第118条第1項の規定に

よる指定を取り消すことができる。 

4 市町村長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならな

い。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1318  

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 改善命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
中心市街地の活性化に関する法律 第28条 

法 令 番 号 平成10年法律第92号 

【基準】 

 法第28条の規定による。 

 (改善命令) 

第28条 市町村長は、認定事業者が認定計画(第25条第1項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの。第31条において同じ。)に従って中心市街地共同住宅供給事業

を実施していないと認めるときは、当該認定事業者に対し、相当の期間を定めて、その改善

に必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1319  

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 計画の認定の取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 
中心市街地の活性化に関する法律 第29条第1項 

法 令 番 号 平成10年法律第92号 

【基準】 

 法第29条第1項の規定による。 

 (計画の認定の取消し) 

第29条 市町村長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、計画の認定を取り

消すことができる。 

(1) 前条の規定による命令に違反したとき。 

(2) 不正な手段により計画の認定を受けたとき。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1321  

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 改善命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
中心市街地の活性化に関する法律 第63条第2項 

法 令 番 号 平成10年法律第92号 

【基準】 

 法第63条第2項の規定による。 

 (監督等) 

第63条 

2 市町村長は、推進機構が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認める

ときは、推進機構に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずる

ことができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1322  

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 中心市街地整備推進機構の指定の取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 
中心市街地の活性化に関する法律 第63条第3項 

法 令 番 号 平成10年法律第92号 

【基準】 

 法第63条第2項及び第3項の規定による。 

 (監督等) 

第63条  

2 市町村長は、推進機構が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認める

ときは、推進機構に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずる

ことができる。 

3 市町村長は、推進機構が前項の規定による命令に違反したときは、第61条第1項の規定によ

る指定を取り消すことができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1341  

担当部署: 建設課  

処分の概要 改善命令及び指定の取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 
幹線道路の沿道の整備に関する法律 第13条の5第2項及び第3項 

法 令 番 号 昭和55年法律第34号 

【基準】 

 法第13条の5第2項及び第3項の規定による。 

 (監督等) 

第13条の5  

2 市町村長は、機構が第13条の3各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認め

るときは、機構に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置をとるべきことを命ずるこ

とができる。 

3 市町村長は、機構が前項の規定による命令に違反したときは、第13条の2第1項の指定を取

り消すことができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1393  

担当部署: 産業課  

処分の概要 準用する土地改良法第108条第2項による清算金の徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
農住組合法 第11条 

法 令 番 号 昭和55年法律第86号 

【基準】 

 準用する土地改良法第108条第2項の規定による。 

(清算金) 

第108条 第98条第10項又は第99条第12項の規定による公告があつたときは、農業委員会、土

地改良区、農業協同組合、農地中間管理機構又は市町村は、その公告があつた交換分合計画

の定めるところに従い清算金を支払わなければならない。 

2 前項の場合には、同項の者は、当該交換分合計画の定めるところに従い清算金を徴収する

ことができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1524  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 介護サービス事業者の勧告不履行に対する措置命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第115条の34第3項 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第115条の34第1項から第3項までの規定による。 

 (勧告、命令等) 

第115条の34 第115条の32第2項の規定による届出を受けた厚生労働大臣等は、当該届出を行

った介護サービス事業者(同条第4項の規定による届出を受けた厚生労働大臣等にあって

は、同項の規定による届出を行った介護サービス事業者を除く。)が、同条第1項に規定する

厚生労働省令で定める基準に従って適正な業務管理体制の整備をしていないと認めるとき

は、当該介護サービス事業者に対し、期限を定めて、当該厚生労働省令で定める基準に従っ

て適正な業務管理体制を整備すべきことを勧告することができる。 

2 厚生労働大臣等は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた介護サ

ービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公表することができ

る。 

3 厚生労働大臣等は、第1項の規定による勧告を受けた介護サービス事業者が、正当な理由が

なくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該介護サービス事業者に対し、期限を

定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1538  

担当部署: 福祉健康課  

処分の概要 不正利得の徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
介護保険法 第22条 

法 令 番 号 平成9年法律第123号 

【基準】 

 法第22条の規定による。 

 (不正利得の徴収等) 

第22条 偽りその他不正の行為によって保険給付を受けた者があるときは、市町村は、その者

からその給付の価額の全部又は一部を徴収することができるほか、当該偽りその他不正の

行為によって受けた保険給付が第51条の3第1項の規定による特定入所者介護サービス費の

支給、第51条の4第1項の規定による特例特定入所者介護サービス費の支給、第61条の3第1項

の規定による特定入所者介護予防サービス費の支給又は第61条の4第1項の規定による特例

特定入所者介護予防サービス費の支給であるときは、市町村は、厚生労働大臣の定める基準

により、その者から当該偽りその他不正の行為によって支給を受けた額の100分の200に相

当する額以下の金額を徴収することができる。 

2 前項に規定する場合において、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーシ

ョン若しくは短期入所療養介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護又は介護予防訪問看

護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション若しくは介護予防

短期入所療養介護についてその治療の必要の程度につき診断する医師その他居宅サービス

若しくはこれに相当するサービス、地域密着型サービス若しくはこれに相当するサービス、

施設サービス又は介護予防サービス若しくはこれに相当するサービスに従事する医師又は

歯科医師が、市町村に提出されるべき診断書に虚偽の記載をしたため、その保険給付が行わ

れたものであるときは、市町村は、当該医師又は歯科医師に対し、保険給付を受けた者に連

帯して同項の徴収金を納付すべきことを命ずることができる。 

3 市町村は、第41条第1項に規定する指定居宅サービス事業者、第42条の2第1項に規定する指

定地域密着型サービス事業者、第46条第1項に規定する指定居宅介護支援事業者、介護保険

施設、第53条第1項に規定する指定介護予防サービス事業者、第54条の2第1項に規定する指

定地域密着型介護予防サービス事業者又は第58条第1項に規定する指定介護予防支援事業

者(以下この項において「指定居宅サービス事業者等」という。)が、偽りその他不正の行為

により第41条第6項、第42条の2第6項、第46条第4項、第48条第4項、第51条の3第4項、第53

条第4項、第54条の2第6項、第58条第4項又は第61条の3第4項の規定による支払を受けたとき

は、当該指定居宅サービス事業者等から、その支払った額につき返還させるべき額を徴収す

るほか、その返還させるべき額に100分の40を乗じて得た額を徴収することができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1540  

担当部署: 全課  

処分の概要 分担金等の督促 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方自治法 第231条の3第1項 

法 令 番 号 昭和22年法律第67号 

【基準】 

 法第231条の3第1項の規定による。 

 (督促、滞納処分等) 

第231条の3 分担金、使用料、加入金、手数料、過料その他の普通地方公共団体の歳入を納期

限までに納付しない者があるときは、普通地方公共団体の長は、期限を指定してこれを督促

しなければならない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1542  

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 受益者負担金の徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市計画法 第75条第1項 

法 令 番 号 昭和43年法律第100号 

【基準】 

 法第75条第1項の規定による。 

 (受益者負担金) 

第75条 国、都道府県又は市町村は、都市計画事業によつて著しく利益を受ける者があるとき

は、その利益を受ける限度において、当該事業に要する費用の一部を当該利益を受ける者に

負担させることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1543  

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 受益者負担金の督促 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市計画法 第75条第3項 

法 令 番 号 昭和43年法律第100号 

【基準】 

 法第75条第3項の規定による。 

 (受益者負担金) 

第75条  

3 前2項の規定による受益者負担金(以下この条において「負担金」という。)を納付しない者

があるときは、国、都道府県又は市町村(以下この条において「国等」という。)は、督促状

によつて納付すべき期限を指定して督促しなければならない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1544  

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 特定事業参加者の負担金の徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市再開発法 第56条の2第1項 

法 令 番 号 昭和44年法律第38号 

【基準】 

 法第56条の2第1項の規定による。  

 (特定事業参加者の負担金) 

第56条の2 地方公共団体が施行する市街地再開発事業における特定事業参加者は、政令で定

めるところにより、権利変換計画又は管理処分計画の定めるところに従い取得することと

なる施設建築物の一部等又は建築施設の部分の価額に相当する額の負担金を地方公共団体

に納付しなければならない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1545  

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 負担金の督促 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市再開発法 第56条の3第1項 

法 令 番 号 昭和44年法律第38号 

【基準】 

 法第56条の3第1項の規定による。 

 (負担金の滞納処分) 

第56条の3 地方公共団体は、特定事業参加者が前条第1項の負担金を滞納したときは、督促状

によつて納付すべき期限を指定して督促することができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1546  

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 費用の督促 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市再開発法 第99条第4項 

法 令 番 号 昭和44年法律第38号 

【基準】 

 法第99条第4項の規定による。 

 (費用の徴収) 

第99条  

4 市町村長は、前項の規定によつて通知を受けた者が同項の規定によつて通知された期限を

経過しても同項の規定により納付すべき金額を完納しないときは、督促状によつて納付す

べき期限を指定して督促しなければならない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



木曽岬町 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1547  

担当部署: 総務政策課  

処分の概要 延滞金の徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市再開発法 第56条の3第2項 

法 令 番 号 昭和44年法律第38号 

【基準】 

 法第56条の3第2項の規定による。 

 (負担金の滞納処分) 

第56条の3  

2 前項の督促をするときは、政令で定めるところにより、年14.5パーセントの割合を乗じて

計算した額の範囲内の延滞金を徴収することができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 


